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（１）経営成績

１． ）

12年3月期
11年3月期

売  上  高 (対前期増減率)

百万円 ％

（ ）
（ ）

営業利益

百万円 ％

（ ）
（ ）

経常利益

百万円 ％

（ ）
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株

（３）財政状態
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総  資  産
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株主資本比率

％

1株当たり株主資本

円        銭

２．有価証券の評価損 百万円

２．会計処理の方法の変更

中間期

売  上  高

年 月期の業績予想２．

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期 円 銭
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                       (注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

           円   銭

定時株主総会開催日 平成 年 月 日12 6 16

連結決算の有無 有 無 中間配当制度の有無 有 無

12年3月期
11年3月期

３．１２年3月期につきましては、税効果会計を適用しております。
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              円    銭

（注） 円 銭、特別配当 円 銭0 00 0 0012年3月期末配当金の内訳：記念配当

232,059,582（注）１．期末発行済株式数 株

株

12年3月期
11年3月期

△155３．デリバティブ取引の評価損益 百万円
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―
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①連結範囲及び持分法の適用の異動状況
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連結決算取締役会開催日
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（１）経営成績

１． ）

12年3月期

11年3月期

売  上  高 (対前期増減率)

百万円 ％

（ ）
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営業利益

百万円 ％
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（ ）
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           円   銭

（注）持分法投資損益 百万円 （前期 百万円）

（２）財政状態

12年3月期
11年3月期

総  資  産

百万円

株主資本

百万円
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％

1株当たり株主資本

円        銭

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
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社
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社
社

（４）会計処理の方法等の変更

②会計処理の方法の変更
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百万円 ％
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0
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                                  (注)金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

③12年３月期につきましては、税効果会計を適用しております。
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１  経営方針

(1) 会社経営の基本方針

  当社は、創業以来、「事業の遂行を通じて広く社会の発展、人類の福祉に貢献すること」を使命とし、こ

の使命達成のため、「品質重視の考えに立ち、世界に誇る技術を開発、向上させる」、「経営効率の向上に努

め、企業の存続と発展に必要な利益を確保する」、「市場志向の精神に従い、市場ニーズにこたえ、需要家

への奉仕に徹する」の 3項目を掲げ、その実現に努力することを経営理念としております。

　これからの経営の視点として、「株主重視」の姿勢をより強め、資本効率を向上させることを第一義とい

たしますが、その一方で、従業員にとって、生きがいの持てる会社にしていくことが、従業員のモチベー

ションを高め、顧客に喜んで購入いただけるよい製品を作り、結果として、利益を生み出し、株主の方々

に還元できるようになると考えております。

(2) 中長期的な会社の経営戦略

当社では、グループ各社を含めて、国内外での競争激化や連結経営重視、資本市場重視といった激変す

る経営環境にスピーディに対応し、高収益企業体質への転換を狙いとして、今年度から 2002 年度（平成 14

年度）を目標年度とする中期経営計画“Win21”を策定いたしました。

“Win21”では、ＡＣサーボ、インバータ、産業用ロボット、超メカトロ製品を中核とするメカトロ事業

分野の一層の強化を図るとともに、分社化・グループ再編などの企業構造改革の実施、経営制度の抜本的

見直し、財務構造の改善等を骨子とした構造改革に積極的に取り組むこととしております。

当期は、特に産電事業分野の構造改革に取り組み、産業用ドライブシステム分野で、シーメンス社（ド

イツ）との合弁事業を開始し、汎用小形モータ分野では、全額出資子会社の株式会社ワイ・イー・ドライ

ブの株式 67％を日本電産株式会社へ譲渡することといたしました。一方では、ロボット事業を更に強化す

るため、トキコ株式会社から塗装ロボット事業の営業を譲受け、また、グループ経営強化に向けた国内子

会社の再編・統合を実施してまいりました。

(3) 会社の対処すべき課題

今年度も、引き続き“Win21”に基づく四つの構造改革をさらにスピードをあげて実行し、復配を目指し

て高収益企業へと飛躍してまいる所存であります。

まず、事業構造改革として、中核事業であるＡＣサーボ等のメカトロ事業分野に開発投資を集中し、顧

客ニーズを先取りした製品価値の向上に努め、ソリューション（問題解決）の提供による顧客の維持・拡

大を図ります。また、グローバルに最適な生産体制を構築するとともに、一段のシェア拡大を図るため、

新製品の投入、提携の推進、新分野への展開、海外市場への注力等を実施してまいります。

企業構造改革としては、引き続き、グループ会社の再編・統合を含む連結経営強化策を講じてまいりま

す。

つぎに、経営構造改革としては、基幹事業毎に業績評価制度を導入し、その成果に連動した報酬制度へ

の移行に取り組むなど、よりチャレンジャブルな企業風土を醸成してまいります。

また、財務構造改革では、コスト・品質意識を更に徹底して、原価低減活動の徹底的な推進を実施し、

今後予想される売上増に伴うコスト増加を最低限に抑える効率的運営や棚卸資産等の資産圧縮に取り組ん

でまいります。

(4) 会社の利益配分に関する基本方針

配当につきましては、安定的な配当の継続を基本としつつ、あわせて、業績、経営環境、財務状況等を

総合的に勘案して決定することとしております。
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２  経営成績

(1) 単独決算概況

当期の単独業績は、メカトロ事業分野は、主要顧客である半導体製造装置業界および電子部品

実装装置業界の活況等により、大きく伸長しましたが、産電事業分野は一部営業譲渡による影

響と依然として需要低迷が続き、全体としては、受注高は前期比 0.2％減の 1,341 億 35 百万円，

売上高は前期比 0.4％増の 1,356 億 71 百万円となりました。

損益面では、経常利益 10 億 27 百万円を確保いたしましたが、グループ再編等に伴う事業構

造改善費用の計上もあって、当期損失は 18 億 78 百万円となりました。

なお、この当期損失および前期繰越損失は税効果会計の早期適用により解消いたしましたが、当期未処

分利益は次期へ繰り越しさせていただきたく、配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただ

きたいと存じます。

厳しい経営環境の中で、引き続き、中期経営計画“Win21”に基づく構造改革をスピードをあげて実行し、

経営体質の強化に努めてまいります。

部門別の営業の状況はつぎのとおりであります。

【メカトロ機器部門】

  当部門では、ＡＣサーボは、主要顧客である半導体製造装置業界および電子部品実装装置業

界が、パソコン、移動体通信の旺盛な需要を背景として業況が大幅に回復したこと、ならびに

新製品ΣⅡ‐Plus を投入したことなどにより、受注高・売上高とも、過去最高額となりました。

また、インバータも、海外向けを中心に堅調に推移しました。

  その結果、部門全体では、受注高は前期比 18.3％増の 616 億 88 百万円，売上高も前期比 11.1％

増の 595 億 74 百万円となりました。

【メカトロシステム部門】

  当部門では、産業用ロボットが、得意とするアーク溶接用途における国内外でのシェア拡大、

スポット溶接用途での大口受注の獲得、さらには期後半からの液晶搬送用途での本格的な受注

開始等により、高水準に推移しました。

  また、クリーン・真空内搬送システム等の超メカトロ製品は、半導体製造装置業界の業況の

大幅な改善および顧客との共同開発の成果等により、大きく伸長いたしました。

  その結果、部門全体では、受注高は前期比 35.4％増の 331 億 26 百万円，売上高も前期比 24.3％

増の 303 億 56 百万円となり、いずれも過去最高額となりました。

【産電機器部門】

  当部門では、国内民間設備投資が低調であったことおよび当部門の一部をシーメンス社との

合弁会社へ営業譲渡したことなどから、受注高は前期比 28.7％減の 190 億 65 百万円、売上高

も前期比 20.0％減の 209 億 46 百万円となりました。

【産電システム部門】

  当部門でも、低調な民間設備投資の影響および当部門の一部を営業譲渡したことなどにより、

受注高は前期比 34.7％減の 202 億 55 百万円、売上高も前期比 19.9％減の 247 億 95 百万円とな

りました。
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(2) 連結決算概況

　当期の連結業績は、単独業績と同様、メカトロ事業分野が大きく伸長しましたが、産電事業分野

の低迷等により、売上高は前期比 1.0％増の 2,298 億 44 百万円となりました。

損益面では、利益率の高いメカトロ事業分野の拡大により、経常利益は 33 億 64 百万円と、

前期から大幅に改善いたしましたが、グループ再編等に伴う事業構造改善費用の計上もあり、

当期損失は 17 億 12 百万円となりました。

部門別の営業の状況はつぎのとおりであります。

【メカトロ機器部門】

当部門では、ＡＣサーボやインバータが好調に推移し、また、FDD（フロッピー･ディスク･

ドライブ）関係の子会社の業績も拡大したことなどにより、売上高は前期比 9.1％増の 1,084

億 35 百万円となりました。

【メカトロシステム部門】

当部門では、産業用ロボットは好調を維持し、クリーン・真空内搬送システム等の超メカロ

製品が大幅に拡大したため、売上高は前期比 10.4％増の 447 億 98 百万円となりました。

【産電機器部門】

当部門では、国内民間設備投資が低調であったことおよび当部門の一部をシーメンス社との

合弁会社へ営業譲渡したことなどから、売上高は前期比 18.9％減の 289 億 44 百万円となりま

した。

【産電システム部門】

当部門でも、低調な民間設備投資の影響および当部門の一部を営業譲渡したことなどにより、

売上高は前期比 16.6%減の 296 億 40 百万円となりました。

【その他】

当部門では、情報関連子会社の業績が拡大し、売上高は前期比 11.0％増の 180 億 25 百万円

となりました。

 (3) 次期の見通し

  今後の見通しにつきましては、政府の経済対策等が引き続き景気を下支えする中、情報技術（IT）

関連分野を中心とした設備投資の回復傾向が鮮明となり、景気は全体として緩やかに改善して

いくものと考えられます。

このような状況下、当社およびグループ各社は、引き続き“Win21”に基づく四つの構造改革

をさらにスピードをあげて実行することにより、以下のとおりの見通しです。

【連結】

　売上高 2,450 億円

　経常利益 　100 億円

　当期純利益 　 25 億円

【単独】

　売上高 1,450 億円

　経常利益 　 50 億円

　当期純利益 　 10 億 60 百万円

　なお、次期の為替レートは、105 円/米ﾄﾞﾙ、105 円/ユーロ(54 円/独ﾏﾙｸ)を想定しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上



(単位:百万円)

       期  別

  科  目
% %

112,084 68.4 104,288 70.0 7,796

7,593 8,270

9,927 8,124

40,527 41,624

14,575 13,718

19 0

16,088 16,804

350 408

7,822 5,847

5,852 3,838

4 644

1,280 ―

8,046 5,552

△ 6 △ 545

51,804 31.6 44,737 30.0 7,067

26,486 16.2 27,345 18.3 △ 859

10,512 10,884

5,535 5,971

8,273 8,202

234 412

1,929 1,874

399 0.2 145 0.1 254

24,918 15.2 17,246 11.6 7,672

3,861 3,408

9,849 6,186

2,180 3,472

4,209 ―

8,008 4,714

△ 3,190 △ 535

163,889 100.0 149,026 100.0 14,863

増   減

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物 ・ 構 築 物

機 械 装 置

有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 税 金 資 産

(Ａ)-(Ｂ)

資     産     の     部

金  額 構成比

平成12年３月期(Ａ) 平成11年３月期(Ｂ)

(平成11年３月20日現在)(平成12年３月20日現在)

金  額 構成比

（ 無 形 固 定 資 産 ）

流 動 資 産

現 金 ･ 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

自 己 株 式

製 品

半 製 品

原 材 料 ・ 貯 蔵 品

仕 掛 品

（ 投 資 等 ）

投資有価証券・出資金

子会社株式・出資金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

比  較  貸  借  対  照  表

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

土 地

建 設 仮 勘 定

その他有形固定資産

単 独
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(単位:百万円)

       期  別

  科  目
% %

88,701 54.1 72,231 48.5 16,470

5,422 4,794

34,941 26,130

32,374 28,916

― ―

8,457 8,619

91 ―

― 96

7,414 3,674

36,593 22.3 40,446 27.1 △ 3,852

10,000 10,000

13,320 16,142

13,272 14,304

125,295 76.4 112,677 75.6 12,617

15,540 9.5 15,540 10.4 ―

17,352 10.6 17,352 11.7 ―

14,749 14,749

2,603 2,603

5,700 3.5 3,455 2.3 2,245

12 46

437 787

4,400 4,400

849 △ 1,779

(△1,878） (△2,964)

38,594 23.6 36,348 24.4 2,245

163,889 100.0 149,026 100.0 14,863負 債 及 び 資 本 合 計

法 定 準 備 金

増   減

未 払 費 用

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

（うち当期純利益）

資 本 合 計

利 益 準 備 金

剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金

圧 縮 記 帳 積 立 金

資 本 準 備 金

資 本 金

退 職 給 与 引 当 金

構成比 (Ａ)-(Ｂ)

平成12年３月期(Ａ) 平成11年３月期(Ｂ)

(平成12年３月20日現在) (平成11年３月20日現在)

金  額 構成比 金  額

負 債 合 計

資     本     の     部

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

買 掛 金

負     債     の     部

流 動 負 債

支 払 手 形

短 期 借 入 金

社 債

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 税 等

単 独
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(単位:百万円)

           期  別

  科  目
% %

売 上 高 135,671 100.0 135,165 100.0 505

売 上 原 価 106,227 78.3 106,625 78.9 △ 398

販売費及び一般管理費 30,284 22.3 33,069 24.5 △ 2,784

△ 840 △ 0.6 △ 4,529 △ 3.4 3,688

4,216 3.1 5,135 3.8 △ 919

受 取 利 息 ・ 配 当 金 1,690 2,664

有 価 証 券 売 却 益 1,395 885

雑 収 益 1,130 1,585

2,348 1.7 2,306 1.7 41

支 払 利 息 ・ 割 引 料 1,376 1,669

雑 損 失 972 637

1,027 0.8 △ 1,700 △ 1.3 2,727

4,530 3.3 ― ― 4,530

8,711 6.4 1,107 0.8 7,603

固 定 資 産 廃 却 損 82 66

適格退職年金勤務費用 425 431

そ の 他 8,202 609

△ 3,153 △ 2.3 △ 2,807 △ 2.1 △ 345

― 156

91 ―

1,365 ―

△ 1,878 △ 1.4 △ 2,964 △ 2.2 1,085

△ 1,717 1,185

4,124 ―

849 △ 1,779

322 ―

法 人 税 及 び 住 民 税

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

過 年 度 税 効 果 調 整 額 等

税効果会計適用に伴う
圧縮記帳・特別償却積立金取崩額

営 業 利 益

営 業 外 損 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

自平成11年３月21日

至平成12年３月20日

比  較  損  益  計  算  書

構成比 金  額

平成12年３月期(Ａ)

自平成10年３月21日

至平成11年３月20日

増   減

平成11年３月期(Ｂ)

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益

構成比 (Ａ)-(Ｂ)金  額

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益

特 別 損 失

単 独
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単 独

重要な会計方針

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法  －－－－－－－－  移動平均法による原価法

     なお，取引所の相場のある有価証券の一部に時価が著しく低下しているものがあるが、

取得価額を付している。

 (２) たな卸資産の評価基準及び評価方法

  ① 評価基準  －－－－－－－－－－－－－－－－－－－  原価法

  ② 評価方法

     製            品      注文品  －－－－－－－－－  個別法

                           標準品  －－－－－－－－－  半期総平均法

     半 製 品          －－－－－－－－－－－－－－－  半期総平均法

     仕 掛 品          －－－－－－－－－－－－－－－  個別法

     原材料・貯蔵品          －－－－－－－－－－－－－－－  半期総平均法

(３) 有形固定資産の減価償却の方法

  ① 中間工場－－－－－－－－－－－   法人税法による定額法

  ② 上記以外－－－－－－－－－－－   法人税法による定率法

                                      なお，建物（建物附属設備を除く）については定

額法によっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建物（建物附属設備を除く）については，平成

10 年度の法人税法の改正に伴い，当期から耐用

年数の短縮を行なっている。これに伴い，前期

と同一の耐用年数によった場合に比べ，減価償

却費は 70 百万円増加し，営業損失は 62 百万円

増加し，経常利益は62 百万円減少し，税引前当

期純損失は 62 百万円増加している。

 （会計方針の変更）

 建物（建物附属設備を除く）の減価償却方法は，従来，定率法によっていたが，当期よ

り定額法によっている。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ，減価償却費は

２２１百万円減少し，営業損失は１９６百万円減少し，経常利益は１９６百万円増加し，

税引前当期損失は１９６百万円減少している。

   

(４) 引当金の計上基準

①  退職給与引当金 －－－－－－－－ 退職金の支出に備えるため，自己都合退職による

期末要支給額の５０％を計上している。
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単 独

  ② 貸 倒 引 当 金        －－－－－－－－ 貸倒引当金は, 従来，法人税法の規定に基づく法

定繰入率による繰入限度額のほか個別の債権に

ついても回収の可能性を検討し，回収不能見積額

を計上していたが，平成１０年度の法人税法の改

正に伴い，法定繰入率にかえて同法に規定する実

績繰入率による繰入限度額を計上する方法に変

更した。

                                     この変更により，従来の方法によった場合に比べ，

税引前当期純損失は４２２百万円減少している。

(５) リース取引の処理方法 －－－－－ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

ているもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。

                                      

(６) 消費税等の会計処理 －－－－－－－－－－－－－－－  税抜き方式によっている。

 (７) 事業税の会計処理　－－－－－－ 前期において「販売費及び一般管理費」に含めて

いた「事業税」（当期発生なし）は，当期より「法

人税・住民税及び事業税」に含めて表示すること

に変更している。

（８）税効果会計

　　当期から税効果会計を適用し，繰延税金資産を計上している。この変更により，従来

の方法をとった場合に比べ，当期純損失は１,３６５百万円，特別償却準備金は９百万円,

圧縮記帳積立金は３１３百万円減少し,当期未処分利益は５,８１２百万円,資産合計は

５,４８９百万円増加している。
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貸借対照表及び損益計算書の注記

(１) 子会社に対する短期金銭債権      １４,９６０百万円  (前期１４,２３６百万円)
                   長期金銭債権        ３,８１６百万円  (前期  １,４５８百万円)

                   短期金銭債務      １０,５６７百万円  (前期１１,３８１百万円)

(２) 自己株式の数                         １４,７６０株     (前期  １,２５１株）

(３) 有形固定資産の減価償却累計額    ４５,５５１百万円 （前期 ４３,８５７百万円）

(４) 貸借対照表に計上した固定資産のほか，リース契約により使用している重要な資産と
して電子計算機がある。

(５) 主な外貨建
    売掛金          ５,２０７百万円（１,４５５万米ドル, ６,７０９万ドイツマルク，
                                    ６６万スターリングポンド）

              （前期５,７９６百万円（１,１８９万米ドル, ６,４２４万ドイツマルク，
                                      ８万スターリングポンド）
    投資有価証券・出資金 ４８９百万円（５０３万米ドル）
                （前期   ６８６百万円（５０３万米ドル）
    子会社株式・出資金１,８０７百万円（１,４６４万米ドル）
                （前期１,６４７百万円（１,３１７万米ドル）

(６) 担保に供している資産   有形固定資産     ２１７百万円（前期    ２２３百万円）

(７) 保証債務                                ２１３百万円（前期    ２８８百万円）

(８) 受取手形割引高                    １３,９９８百万円 (前期１２,１４９百万円）

     なお，当期は期末日が休日のため，受取手形及び割引手形には３月２０日期日の受
   取手形 ４０百万円，割引手形 ２,１４３百万円が含まれている。

(９) 特別利益は，土地売却益１,１８6百万円、子会社株式売却益２,５７５百万円及び
   投資有価証券売却益等７６９百万円である。

(10) 特別損失のその他は,セカンドライフプラン従業員退職金２,７３１百万円及び子会社
事業再編に伴う事業構造改善費用４,６１７百万円(内訳 貸倒引当金繰入額２,９００
百万円，貸倒損失５４９百万円及び子会社株式評価損７１０百万円等）等である。

(11) １株当たり当期純利益                    △８円１０銭（前期△１２円７７銭）
   
(12) 子会社との取引高         売上高  ３７,５３８百万円 (前期３６,５５２百万円)
                              仕入高  ２１,４４２百万円 (前期２３,６８９百万円)
                営業取引以外の取引高    ５,００５百万円 (前期  ６,７６６百万円)

(13) 記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示している。

(表示方法の変更)
    未払事業税及び未払事業所税については，前期においては「未払事業税等」として表
示していたが，当期から未払事業税（当期発生なし）は「未払法人税等」に含め，未払
事業所税（８９百万円）については流動負債の「その他流動負債」に含めて表示してい
る。
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リース取引関係

 平成 12 年３月期    平成 11年３月 21 日

                    平成 12年３月 20 日

 平成 11 年３月期    平成 10年３月 21 日

                    平成 11年３月 20 日

(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

(注) 取得価額相当額は，未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め，支払利子込み法により算定している。

② 未経過リース料期末残高相当額

         １年以内     574

         １ 年 超     621

         合    計   1,196

(注)未経過リース料期末残高相当額は，未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため，支払い利子込み法により算定し

ている。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

     支払いリース料          740

     減価償却費相当額  740

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする

定額法によっている。

(2) オペレーティング・リース取引

   

   未経過リース料

         １年以内     13

         １ 年 超     20

         合    計     33

(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

(注) 取得価額相当額は，未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め，支払利子込み法により算定している。

② 未経過リース料期末残高相当額

         １年以内     706

         １ 年 超     825

         合    計   1,532

(注)未経過リース料期末残高相当額は，未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため，支払い利子込み法により算定し

ている。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

     支払いリース料          837

     減価償却費相当額  837

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする

定額法によっている。

(2) オペレーティング・リース取引

   

   未経過リース料

         １年以内     23

         １ 年 超     26

         合    計     49

   
取 得
価 額
相 当 額

減 価
償 却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

有 形 固 定 資 産
その他の有形固
定資産
 車輌，工具，
 器具及び備品

 3,008  1,890  1,113

投 資 等
そ の 他 投 資
(長期前払費用)

   891    472    418

合      計  3,895  2,362  1,532

   
取 得
価 額
相 当 額

減 価
償 却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

有 形 固 定 資 産
その他の有形固
定資産
 車輌，工具，
 器具及び備品

 2,911  2,012    899

投 資 等
そ の 他 投 資
(長期前払費用)

   843    546    297

合      計  3,755  2,558  1,196



(単位：百万円）

摘       要 平成12年３月期 平成11年３月期

当 期 未 処 理 分 利 益                ８４９         △    １,７７９  

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額                    ９                   ２４ 

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額                  ２０                   ３６

計                ８８０         △    １,７１７  

これをつぎのとおり処分します。

次 期 繰 越 利 益                ８８０         △    １,７１７ 

利  益  処  分  案

単 独
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(A)-(B)

(B)

% % %
59,574 43.9 53,603 39.6 5,971 11.1

受

注

残

高

(注)   平成11年３月期の受注残の一部を安川ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱(現安川ｼｰﾒﾝｽｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ・ﾄﾞﾗｲﾌﾞ㈱)に譲渡いた
しました。

業  績  の  推  移

12 年 3 月 期 (Ａ)

自平成11年３月21日

至平成12年３月20日

増      減

(単位：百万円)
11 年 ３ 月 期 (Ｂ)

自平成10年３月21日

至平成11年３月20日

構成比 (A)-(B)金 額 構成比

メ カ ト ロ 機 器

産 電 機 器

産 電 シ ス テ ム

金 額

30,356 22.4

20,946 15.4

24,795 18.3

5,936 24.3

26,186 19.4 △ 5,240 △ 20.0

18.124,420

100.0135,165

△ 6,160 △ 19.9

0.4506

22.930,955

36,306 26.8 35,412

135,671 100.0

売

上

高

メカトロシステム

合       計

894 2.5

メ カ ト ロ 機 器

受 メカトロシステム 33,126 24.7 8,668

26.2う ち 輸 出 高

35.4

産 電 機 器 19,065 14.2 26,745 19.9 △ 7,680 △ 28.7

24,458 18.2

23.1 △ 10,757 △ 34.7

注

産 電 シ ス テ ム 20,255 15.1

う ち 輸 出 高 38,334 28.6

31,012

高 合       計 134,135 100.0

14.2

61,688 46.0 52,138 38.8 9,550 18.3

25.0 4,773

△ 220

産 電 シ ス テ ム 32,070 49.6

△ 0.2

20.0

△ 3,602

2,547

134,355 100.0

33,561

15.0

34.8

1,691

△ 5,442

△ 26.8

11,257 16.2

7,324 10.5

合       計 64,722 100.0

メ カ ト ロ 機 器 12,948

産 電 機 器 9,833

メカトロシステム 9,871 15.2

△ 6.9100.0 △ 4,808

15.2 13,435 19.3

37,512 54.0

69,530

△ 14.5

単 独
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有 価 証 券 の 時 価 等

                                                                            (単位：百万円)

期 別
平成 12年３月期

(平成 12年３月 20日現在)

平成 11年３月期

(平成 11年３月 20日現在)

種 類
貸借対照表

計 上 額
時   価 評価損益

貸借対照表

計 上 額
時   価 評価損益

(1)流動資産に属するもの

株          式   13,740   15,063    1,322   13,443   15,487    2,044

債          券       20       19  △    0       40       39  △    0

そ    の    他       ―       ―       ―       29       10  △   18

小          計   13,760   15,082    1,322   13,513   15,538    2,025

(2)固定資産に属するもの

株          式
     891

  (  514)

   8,168

  (7,142)

   7,276

  (6,628)

     962

  (  436)

   2,931

  (2,540)

   1,968

  (2,103)

債          券       ―       ―       ―       ―       ―       ―

そ    の    他       ―       ―       ―       ―       ―       ―

小          計
     891

  (  514)

   8,168

  (7,142)

   7,276

  (6,628)

     962

  (  436)

   2,931

  (2,540)

   1,968

  (2,103)

合          計
  14,651

  (  514)

  23,251

  (7,142)

   8,599

  (6,628)

  14,475

  (  436)

  18,469

  (2,540)

   3,993

  (2,103)

(注)1  時価の算定方法

       ① 上 場 有 価 証 券                   主として東京証券取引所における最終価格

       ② 店 頭 売 買 有 価 証 券                   日本証券業協会が公表する売買価格

       ③ 証券投資信託の受益証券        基準価格

       ④ 非上場債券の時価又は時価相当価額の算定は，日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気

配銘柄の利回り，残存償還期間等に基づいて算定した価格によっている。

    2  ( ) 内は関係会社に係るもので内数である。

3  流動資産に属するものの株式には，自己株式を含んで表示している。

   なお,自己株式の評価損益は,次のとおりである。

                            平成 12 年３月期      平成 11 年３月期

・ 流動資産に属するもの         １ 百万円          0 百万円

    4  開示対象から除いた有価証券

        平成 12年３月期 平成 11年３月期

･流動資産に属するもの

   割 引 金 融 債        貸借対照表計上額       134 百万円       137 百万円

   金融債(１年以内) 貸借対照表計上額        ― 百万円        68 百万円

   追加型公社債投信 貸借対照表計上額       700 百万円        ― 百万円

        

･固定資産に属するもの

   非 上 場 株 式        

  (店頭売買有価証券を除く)

貸借対照表計上額

 (うち関係会社株式)

   11,220 百万円

   (9,617 百万円)

    6,950 百万円

   (5,320 百万円)

   貸 付 信 託        貸借対照表計上額       113 百万円       283 百万円

単 独
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デリバティブ取引の契約額等，時価及び評価損益

(1) 通 貨 関 連

                                                                                    (単位：百万円)

平成 12年３月期

(平成 12年３月 20日現在)

平成 11年３月期

(平成 11年３月 20日現在)

契 約 額 等 契 約 額 等
区
分 種  類

うち 1年超
時 価 評価損益

うち 1年超
時 価 評価損益

為替予約取引

 売       建

  米ドル      934       ―      922       12      594       ―      605  △   11

  ｽﾀｰﾘﾝｸﾞﾎﾟﾝﾄﾞ       28       ―       27        1       26       ―       26  △    0

市
場
取
引
以
外
の
取
引

合         計      963       ―      949       13      620       ―      631  △   11

(注)1  期末の時価は，会計期間末の先物相場を使用している。

    2  「外貨建取引等会計基準」により外貨建金銭債券債務等に振り当てたデリバティブ取引については，注

記の対象から除いている。

(2) 金 利 関 連

                                                                                    (単位：百万円)

平成 12年３月期

(平成 12年３月 20日現在)

平成 11年３月期

(平成 11年３月 20日現在)

契 約 額 等 契 約 額 等
区
分 種  類

うち 1年超
時 価 評価損益

うち 1年超
時 価 評価損益

スワップ取引

 受取変動･支払

固定
   5,000    5,000  △  147  △  147    5,000    5,000  △  180  △  180

オプション取引

市
場
取
引
以
外
の
取
引

 キャップ(買建)

  

   フロア(売建)

   

   1,000

(   21)

 1,000

(   23)

   1,000

   1,000

       0

      24

△ 20

 △    0

   1,000

(   35)

      ―

   1,000

      ―

   

       1

    

      ―

 △   33

合         計
   7,000

  (   44)

   7,000  △  113  △  168    6,000

  (   35)

   6,000  △  178  △  214

(注)1  スワップ取引及びオプション取引の期末の時価は，取引銀行から提示された価格によっている。

    2  スワップ取引及びオプション取引の契約額等は想定元本額を記載し，この金額自体がデリバティブ取引

に係る市場リスク量を示すものではない。

    3   オプション取引における括弧書きは，貸借対照表に計上したオプション料である。

単 独



(単位:百万円)

       期  別

  科  目
% %

流  動  資  産 174,718 72.5 165,691 72.9 9,026

17,909 16,599 1,309

77,745 74,735 3,010

51,136 52,622 △ 1,485

3,144 ― 3,144

24,970 22,716 2,253

△ 188 △ 981 793

固  定  資  産 65,045 27.0 61,055 26.9 3,989

40,832 42,878 △2,046

1,007 654 353

23,340 17,674 5,666

△ 134 △ 151 16

連 結 調 整 勘 定 ― 96 0.0 △96

1,168 0.5 490 0.2 677

240,932 100.0 227,335 100.0 13,596

金  額 構成比

現 金 及 び 預 金

無 形 固 定 資 産

そ の 他 流 動 資 産

( 資  産  の  部 )

た な 卸 資 産

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

金  額 構成比 (Ａ)-(Ｂ)

比  較  連  結  貸  借  対  照  表

平成11年３月期(Ｂ)
(平成11年３月20日現在)

増   減
平成12年３月期(Ａ)
(平成12年３月20日現在)

繰 延 税 金 資 産

受取手形及び売掛金

投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

資 産 合 計

連 結連 結連 結連 結
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(単位:百万円)

       期  別

  科  目
% %

流  動  負  債 141,840 58.9 128,249 56.4 13,590

53,103 39,146 13,957

57,362 58,256 △ 893

31,375 30,847 527

固  定  負  債 53,336 22.1 59,096 26.0 △ 5,760

10,000 10,000              ―

43,336 49,096 △ 5,760

少数株主持分 ― ― 1,520 0.7 △ 1,520

195,176 81.0 188,867 83.1 6,309

少数株主持分 2,296 1.0 ― ― 2,296

15,540 6.4 15,540 6.8              ―

14,749 6.1 14,749 6.5              ―

13,187 5.5 ― ― 13,187

―      ― 2,603 1.1 △ 2,603

―      ― 5,574 2.5 △ 5,574

( 43,477 ) ( 38,468 )

△19 △0 △19

43,458 18.0 38,468 16.9 4,990

240,932 100.0 227,335 100.0 13,596

(平成11年３月20日現在)

(Ａ)-(Ｂ)

平成12年３月期(Ａ)
(平成12年３月20日現在)

平成11年３月期(Ｂ)

金  額 構成比 金  額

増   減

構成比

短 期 借 入 金

そ の 他 流 動 負 債

（ 負  債  の  部 ）

自 己 株 式

負 債 合 計

社 債

そ の 他 固 定 負 債

（ 資  本  の  部 ）

資 本 合 計

負債,少数株主持分及び
資本合計

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

支払手形及び買掛金

連 結 剰 余 金

連 結連 結連 結連 結
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(単位:百万円)
増   減

      

  科  目
% %

229,844 100.0 227,457 100.0 2,386

169,016 73.5 166,044 73.0 2,972

60,827 26.5 61,413 27.0 △ 585

56,812 24.7 60,817 26.7 △ 4,004

4,015 1.8 596 0.3 3,419

3,334 1.4 3,275 1.4 58

3,985 1.8 3,716 1.6 269

3,364 1.4 155 0.1 3,208

4,039 1.8 90 0.0 3,948

8,108 3.5 1,623 0.7 6,484

△ 705 △ 0.3 △ 1,377 △ 0.6 672

         ―        ― 2,259 1.0 △ 2,259

2,016 0.9           ―        ― 2,016

1,108 0.5           ―        ― 1,108

99 0.0 354 0.2 △ 254

         ―        ― 80 0.0 △ 80

         ―        ― 191 0.1 △ 191

△ 1,712 △ 0.7 △ 3,880 △ 1.7 2,167

特 別 利 益

売 上 総 利 益

特 別 損 失

当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

少 数 株 主 持 分 利 益

連 結 調 整 勘 定 償 却

持分法による投資利益

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

自平成11年３月21日

経 常 利 益

営 業 利 益

税金等調整前当期純利益

至平成12年３月20日

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

比  較  連  結  損  益  計  算  書

(Ａ)-(Ｂ)

平成12年３月期(Ａ)
自平成10年３月21日
至平成11年３月20日

金  額 構成比 金  額

平成11年３月期(Ｂ)

構成比

連 結連 結連 結連 結
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連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位：百万円）

                  期    別

科     目
平成 1２年３月期 平成 11 年３月期

連結剰余金期首残高           

   その他の剰余金期首残高

   利益準備金期首残高           

   過年度税効果調整額           

連 結 剰 余 金 増 加 高           

連 結 剰 余 金 減 少 高           

その他の剰余金減少高           

当 期 純 利 益           

為 替 換 算 調 整 勘 定           

連結剰余金期末残高           

その他の剰余金期末残高

        １４,３３６

          ５,５７４

          ２,６０３

          ６,１５８

             ６２０

               ６７

            ――

        △１,７１２

       （加算）  ９

        １３,１８７

            ――

            ――

        １０,８７０

            ――

            ――

            ――

            ――

          １,４０４

       △ ３,８８０

       （減算）１１

            ――

          ５,５７４

部 門 別 連 結 売 上 高

（単位：百万円）

平成 12 年３月期(A) 平成 11 年３月期(B) 増   減          期  別

科   目
金 額 構成比 金 額 構成比 (A)-(B)

(A)-(B)
――――
(B)

メ カ ト ロ 機 器   108,435
        ％
   47.2

         
  99,433

        ％
   43.7    9,001

        ％
    9.1

メカトロシステム    44,798    19.5   40,565    17.8    4,233    10.4

産 電 機 器    28,944    12.6   35,678    15.7 △ 6,733 △ 18.9

産 電 シ ス テ ム    29,640    12.9   35,536    15.6 △ 5,896 △ 16.6

そ の 他    18,025     7.8   16,243     7.2    1,781    11.0

合    計   229,844   100.0  227,457   100.0    2,386     1.0

連連連連    結結結結
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連 結

連 結 財 務 諸 表 作 成 の 基 本 と な る 事 項

１  連結の範囲に関する事項

    (1)連結子会社の数４７社

         ㈱ワイ・イー・データ、安川商事㈱、安川コントロール㈱、㈱ワイ・イー・ドライブ、

米国安川電機㈱他４２社

　　　　 なお、当連結会計年度から連結子会社であった安川精機㈱(会社清算)及び㈱安川リ

サーチ(株式売却)は、連結の範囲から除くこととした｡

    (2)非連結子会社の数２１社

         ヤスコ福岡㈱他２０社

    (3)非連結子会社を連結の範囲から除いた理由

         非連結子会社２１社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期損益及び剰余金は、

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結範囲から除外した。

２  持分法に関する事項

    (1)持分法適用の関連会社数１９社

         末松九機㈱、八幡電機精工㈱他１７社。

         なお、当連結会計年度から、持分法適用会社であった日本マシンインテリジェンス㈱

(会社清算)は、持分法適用の範囲から除くこととした。

    (2)持分法を適用していない非連結子会社ヤスコ福岡㈱他２０社及び関連会社台安科技有限

公司他６社は、連結損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、且つ全体としても

重要性がないため、これらの会社についての投資は持分法を適用せず、原価法により評

価している。

３  連結子会社の事業年度に関する事項

      連結子会社のうち、米国安川電機㈱他８社の決算日は２月末日であり、㈱安川トランス

ポート他２社の決算日は１２月２０日であり、王子エンジニアリング㈱の決算日は、１２月

末日である。

      連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を採用しているが、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。

４  会計処理基準に関する事項

      連結子会社は当社が採用する会計処理基準とおおむね同一の会計処理基準を採用してい

る。

５  投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項

     親会社投資勘定と子会社資本勘定の相殺消去は、取得日を基準とする段階法によっている。

      相殺消去による消去差額は連結調整勘定として処理し、５年間で均等償却を行っている。

６  未実現損益の消去に関する事項

      少数株主が存在する連結子会社から取得した資産に含まれる未実現損益については、全額

消去し、金額僅少のものを除き少数株主持分に按分負担させている。

      なお、減価償却資産に含まれる未実現損益については、その償却に伴う減価償却費の修正

計算を行っている。
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連 結

７  在外連結子会社等の財務諸表項目の換算に関する事項

      在外連結子会社および持分法適用の在外関連会社の円貨への換算は、「『外貨建取引等会

計処理基準の改訂について』（平成７年５月２６日企業会計審議会報告）の取扱について」

（平成７年６月７日蔵証第７６７号）に基づき改訂後の外貨建取引等会計処理基準によって

いる。

       

８  利益処分（損失処理）項目等の取扱に関する事項

      連結会社の利益処分（損失処理）については、連結会計年度中に確定した利益処分（損失

処理）に基づいて作成している。

      なお、連結子会社の利益準備金については、連結上は、その他の剰余金に含めて処理して

いる。

９  法人税等の期間配分の処理に関する事項

      「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和５１年１０月３０日大蔵

省令第２８号)の一部改正(平成１０年１２月２１日大蔵省令第１７３号)に伴い、同省令附

則第３項に基づき、当期より法人税等について税効果会計を適用している。

［連結財務諸表の表示区分の変更］

　　 当期より、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省

令」（平成 10 年大蔵省令第 8 号）を受けて連結財務諸表の様式が改訂された。このため、前

期連結財務諸表については改訂前、当期連結財務諸表については改訂後の表示区分に従って

記載している。
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注     記     事     項
１  受取手形割引高   １５,０７５百万円 （前期 １５,２００百万円）
    なお､当期は連結決算日が休日のため､受取手形及び割引手形には３月２０日期日の受取手形 １２９百万
円､割引手形２,９０２百万円が含まれている。

２  有形固定資産減価償却累計額   ６０,４４９百万円（前期６０,７８６百万円）
３  リース取引

平成１２年３月期 平成１１年３月期
(借主側）
１  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額              （単位:百万円）

(2)未経過リース料期末残高相当額
     １年以内    １,１０２百万円
     １ 年 超    １,４７０百万円
  ―――――――――――――――――
     合    計    ２,５７２百万円
  (注)未経過リース料期末残高が、有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定している。

(3)支払リース料       １,３４１百万円
(4)減価償却費相当額   １,３４１百万円
(5)減価償却費相当額の算定方法
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっている。
２  オペレーティング・リース取引
  未経過リース料
     １年以内       ４５６百万円
     １ 年 超    １,５２６百万円
  ―――――――――――――――――
     合    計    １,９８２百万円
 (貸主側)
１  リース物件以外の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額              （単位:百万円）

 (2)未経過リース料期末残高相当額
     １年以内         ２７百万円
     １ 年 超         ４６百万円
  ―――――――――――――――――
     合    計         ７３百万円
 (注)未経過リース料期末残高および見積残存価額の残高
の合計額が営業債権の期末残高等に占める割合が低
いため、受取利子込み法により算定している。

 (3)受取リース料      ３０百万円
 (4)減価償却費        ３０百万円

(借主側）
１  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

 (1)未経過リース料期末残高相当額
     １年以内    １,１３７百万円
     １ 年 超    １,７５４百万円
  ―――――――――――――――――
     合    計    ２,８９２百万円
  (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定している。

 (2)支払リース料  １,２８３百万円
２  オペレーティング・リース取引
  未経過リース料
     １年以内       ４５３百万円
     １ 年 超    １,５９１百万円
  ―――――――――――――――――
     合    計    ２,０４４百万円

 (貸主側)
１  リース物件以外の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引

 (1)未経過リース料期末残高相当額
     １年以内         １８百万円
     １ 年 超         ３８百万円
  ―――――――――――――――――
     合    計         ５６百万円
 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料
期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合
が低いため、受取利子込み法により算定している。

 (2)受取リース料      １７百万円

取 得 価 額
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

有 形 固 定
資産

5,750   3,565    2,184

投 資 そ の
他の資産

1,042  654      387

合  計   6,792   4,220    2,572

取 得 価 額
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

有 形 固 定
資産

137  64      73

合  計 137  64      73



(1) 事業の種類別セグメント情報
    平成11年３月期(自平成10年３月21日至平成11年３月20日) （単位：百万円）

ﾒｶﾄﾛ機器 ﾒｶﾄﾛｼｽﾃﾑ 産電機器 産電ｼｽﾃﾑ その他 計 消去又は全社 連結

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売  上  高

 (1)外部顧客に対する売上高 99,433 40,565 35,678 35,536 16,243 227,457      ― 227,457

 (2)セグメント間の内部売上

    高又は振替高 3,064 1,448 4,683 4,066 13,439 26,701 △26,701      ―

計 102,497 42,013 40,362 39,603 29,683 254,158 △26,701 227,457

営  業  費  用 97,705 40,797 45,779 40,842 28,509 253,634 △26,773 226,861

営  業  利  益 4,791 1,216 △5,417 △1,239 1,173 524 71 596

Ⅱ  資産、減価償却費及び

    資本的支出

資          産 90,704 34,943 34,028 27,624 18,730 206,032 21,302 227,335

減 価 償 却 費 2,704 980 1,255 505 308 5,755       ― 5,755

資 本 的 支 出 4,789 1,191 1,438 377 823 8,620       ― 8,620

(注)  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度27,954百万円、当連結

    会計年度27,322百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金(現・預金および有価証券)、

    長期投資資金（投資有価証券）などである。

    平成12年３月期(自平成11年３月21日至平成12年３月20日) （単位：百万円）

ﾒｶﾄﾛ機器 ﾒｶﾄﾛｼｽﾃﾑ 産電機器 産電ｼｽﾃﾑ その他 計 消去又は全社 連結

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売  上  高

 (1)外部顧客に対する売上高 108,435 44,798 28,944 29,640 18,025 229,844     ― 229,844

 (2)セグメント間の内部売上

    高又は振替高 4,127 925 3,600 4,415 13,533 26,603 △ 26,603      ―

計 112,562 45,724 32,545 34,056 31,558 256,447 △ 26,603 229,844

営  業  費  用 107,103 44,642 37,615 33,414 29,641 252,415 △ 26,586 225,828

営  業  利  益 5,459 1,082 △ 5,070 642 1,917 4,032 △ 17 4,015

Ⅱ  資産、減価償却費及び

    資本的支出

資          産 104,134 36,374 31,919 26,295 19,775 218,498 22,433 240,932

減 価 償 却 費 3,379 1,307 1,125 413 315 6,540       ― 6,540

資 本 的 支 出 4,026 2,189 586 345 69 7,217 △745 6,471

(注)  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度27,322百万円、当連結

    会計年度27,885百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金(現・預金および有価証券)、

    長期投資資金（投資有価証券）などである。

セ  グ  メ  ン  ト  情  報

連 結連 結連 結連 結
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(2)  所在地別セグメント情報
  平成11年３月期（自平成10年３月21日至平成11年３月20日）

（単位：百万円）

日  本 北  米 欧  州 アジア 計 消去又は全社 連  結

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売     上      高

 (1)外部顧客に対する売上高 174,370 31,092 20,616 1,377 227,457       ― 227,457

 (2)セグメント間の内部売上高 24,066 118 717 2,208 27,110 △27,110       ―

計 198,436 31,211 21,333 3,585 254,568 △27,110 227,457

営  業  費  用 201,587 29,679 19,538 3,434 254,240 △27,379 226,861

営  業  利  益 △3,150 1,531 1,795 151 327 268 596

Ⅱ   資          産 172,643 21,910 15,513 1,651 211,718 15,616 227,335

(注)1  地域は、地理的接近度により区分している。

(注)2  本邦以外の区分に属する地域の内訳は、つぎのとおりである。

   (1)北        米      米国

   (2)欧        州      ドイツ、スウェーデン、イギリス

   (3)ア   ジ   ア      シンガポール、韓国

   

(注)3  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度27,954百万円、

     当連結会計年度27,322百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現・預金およ

     び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）などである。

  平成12年３月期（自平成11年３月21日至平成12年３月20日）

（単位：百万円）

日  本 北  米 欧  州 アジア 計 消去又は全社 連  結

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売     上      高

 (1)外部顧客に対する売上高 175,485 33,228 19,270 1,859 229,844       ― 229,844

 (2)セグメント間の内部売上高 23,051 65 334 1,592 25,043 △25,043       ―

計 198,536 33,294 19,604 3,452 254,887 △25,043 229,844

営  業  費  用 197,516 32,079 18,576 3,233 251,405 △25,576 225,828

営  業  利  益 1,019 1,215 1,028 219 3,482 533 4,015

Ⅱ   資          産 187,054 20,824 15,771 1,746 225,396 15,535 240,932

(注)1  地域は、地理的接近度により区分している。

(注)2  本邦以外の区分に属する地域の内訳は、つぎのとおりである。

   (1)北        米      米国

   (2)欧        州      ドイツ、スウェーデン、イギリス

   (3)ア   ジ   ア      シンガポール、韓国

   

(注)3  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度27,322百万円、

     当連結会計年度27,885百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現・預金およ

     び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）などである。

連 結連 結連 結連 結
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(3)  海 外 売 上 高

(単位：百万円）

北 米 欧 州 アジア その他 計

平成 11 年３月期

自平成 10 年３月 21 日

至平成 11 年３月 20 日

Ⅰ海 外 売 上 高

Ⅱ連 結 売 上 高

Ⅲ連結売上高に占める

海外売上高の割合

29,989

１３％

23,867

１１％

13,353

６％

2,673

１％

69,884

227,457

３１％

(注)1  地域は、地理的近接度により区分している。

(注)2  本邦以外の区分に属する地域の内訳は、つぎのとおりである。

   (1)北      米      米国

   (2)欧      州      ドイツ、スウェーデン、イギリス等

   (3)ア  ジ  ア      シンガポール、韓国等

   (4)そ  の  他      ブラジル等

(注)3  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

(単位：百万円）

北 米 欧 州 アジア その他 計

平成 12 年３月期

自平成 11 年３月 21 日

至平成 12 年３月 20 日

Ⅰ海 外 売 上 高

Ⅱ連 結 売 上 高

Ⅲ連結売上高に占める

海外売上高の割合

33,348

１４％

20,083

９％

16,295

７％

2,408

１％

72,136

229,844

３１％

(注)1  地域は、地理的近接度により区分している。

(注)2  本邦以外の区分に属する地域の内訳は、つぎのとおりである。

   (1)北      米      米国

   (2)欧      州      ドイツ、スウェーデン、イギリス等

   (3)ア  ジ  ア      シンガポール、韓国等

   (4)そ  の  他      ブラジル等

(注)3  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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